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１　補償及び福祉事業一覧

　　基金が行う補償は、職員の身体的損害を補てんするもので、被災職員又はその遺族からの請求に基づいて行います。
概要は、次ページの「補償及び福祉事業一覧」のとおりです。
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２　補償の内容

　　基金が行う補償の概要は、前ページの「補償及び福祉事業一覧」のとおりですが、一部補足して説明します。

（１）療養補償

　　　職員が公務又は通勤により負傷し、又は疾病にかかった場合に、それが治る（治ゆの考え方については96ページの「治ゆの報告と認定」を参照）まで、必要な治療を行い、又は必要な療養の費用を支給します。

　　　療養の範囲は、次の①から⑥のうち、療養上相当と認められるもので、その内容は個々の傷病に応じて医学上、社会通念上妥当と認められるものとされています。したがって、通常の治療や入院については自己負担額はありません。

　　　しかし、恣意によるものについては、補償の対象外で自己負担となりますので注意してください。事例としては、恣意による医療機関の変更、入院時の個室使用、通院時のタクシー使用等です。

　　　なお、次のような医療上又は勤務上の必要による受診医療機関の変更は認めていますので、医療機関の変更届を事前に提出してください。

　　　　・被災場所近くの病院で応急手当を受けた後、療養に適した医療機関に転医する場合

　　　　・入院していた病院から、勤務先や自宅からの通院に便利な医療機関に転医する場合

　　　　・治療担当医師が医療技術や施設等の問題から他の医療機関を紹介し、転医する場合

　　　また個室の使用等については下記⑤アを参照してください。

　　①　診察

　　　ア　医師や歯科医師の診察（往診を含む。）

　　　イ　療養上の指導や監視

　　　ウ　診断や診療上必要な化学的定性検査、顕微鏡、レントゲン他の検査

　　　エ　診断書、処方箋その他意見書等の文書

　　　　　　補償の実施上必要な文書に限られ、服務関係（病気休暇届）等に使用するものは対象外です。

　　②　薬剤又は治療材料の支給

　　　ア　医師が必要と認める内用薬や外用薬に限ります。

　　　　　　被災職員が自ら売薬を求めた場合は、医師が必要と認め具体的指導に基づいたものに限ります。

　　　イ　ガーゼ、包帯、油紙、容器、コルセット、固定装具、副木その他の治療材料の支給については、医師が治療上必要と認めたもの又は直接治療に関係があると認められるものに限られ、便器、氷嚢、水枕、ゴム布等の療養機材についても、医師が必要と認めたものに限ります。

　　　　　なお、療養中でなくても日常生活に一般に必要とされるような生活用品、例えば洗面器、コップ、タオル等は原則として認められません。

　　　ウ　歯科補綴における金等の健康保険対象外となる治療材料の使用については、歯科補綴の効果又は技術上の特別の必要から金等を使用することを適当とする場合に限り認められます。

　　③　処置、手術その他の治療

　　　ア　包帯の巻き替え、薬の塗布、患部の洗浄、あん法、点眼、注射、輸血、酸素吸入等の処置

　　　イ　切開、創傷処理、手術とこれらに伴う麻酔

　　　ウ　その他の治療

　　　　　　熱気、温浴、紫外線、放射線、日光、機械運動、高原療法等

　　　　　　医師が必要と認めた温泉療法、マッサージ、はり、きゅう及び柔道整復師の施術

　　④　居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護

　　　ア　療養上の管理

　　　　　　居宅において療養を行っている者（通院の困難なものに限る。）に対する医師が行う計画的な医学管理

　　　イ　療養に伴う世話その他の看護

　　　　　　居宅において継続して療養を受ける状態にある者で、医師が必要と認めた場合の看護師等の行う療養上の世話や診療の補助（訪問看護事業者によるものを含む。）

　　　　　　重症のため医師が常に看護師の看護を要すると認めた場合の看護料

　　⑤　病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護

　　　ア　入院（入院に伴う食事を含む。）

　　　　　　個室や上級室の使用は、次のような場合に限られます（請求には医師の証明書が必要です。）。

　　　　　　　・緊急に入院する必要があるが普通室が満床の場合

　　　　　　　・傷病の状態から個室が必要と医師が判断した場合

　　　　　　したがって、自らの選択により個室等を使用した場合は個人負担になります。

　　　　　　入院中貸寝具業者から寝具を借用し、その賃貸料を負担した場合等は寝具料が認められます。

　　　イ　療養に伴う世話

　　　　　　健康保険における基準看護

　　　　　　重症のため医師が常に看護師等の看護を要すると認めた場合の看護料

　　　　　　看護師等を得られないためにこれに代わって家族が付き添った場合の費用

　　　　　　　　基準看護を実施している医療機関に入院中は、特別の事情がない限り、それ以上の看護は認められません。

　　⑥　移送

　　　　移送費の内容は次の様なものですが、いずれも、療養上必要、かつ、相当なものに限られるので、例えばバスで十分な症状であるのにタクシーを使用した場合、そのタクシー代は支給されません。なお、移送費の請求には医師の証明書が必要です。

　　　ア　災害の発生場所から病院、診療所等まで移送する場合又は療養中に他の病院、診療所等へ転送を必要とする場合の交通費、人件費及び宿泊料

　　　イ　病院、診療所等への受診又は通院のための交通費

　　　ウ　独歩できない場合の介護付添に要する費用

　　　エ　災害の発生場所、病院又は診療所等から自宅までの死体運搬の費用

　　　オ　その他必要と認められる移送の費用で現実に要したもの

（２）休業補償

　　　療養のため勤務することができず、給与を受けないときは、その勤務することができない期間１日につき平均給与額の100分の60（通常、100分の20が福祉事業の休業援護金として別に支給される。）に相当する額が支給されます。

　　　なお、在職者は、療養中も給与が支払われるので、通常この補償の対象にはなりません。

　　　また、離職後療養のため通院する場合は、療養に要した時間により算出されます。

（３）傷病補償年金

　　　療養開始後１年６カ月を経過した経過した日又はその日後において、その傷病が治っておらず、則別表に定める傷病等級（151ページ早見表参照）第１級～第３級に該当する場合に支給されます。

（４）障害補償

　　　傷病が治ったとき障害が残っている場合に、その障害の程度に応じて支給されます。

　　　則別表に定める障害等級（152ページ早見表参照）第１級から第７級までが年金、第８級から第14級までが一時金となります。

　　　年金の受給権者は申し出により、年金の一部の前払いを受けることもできます。

（５）介護補償

　　　傷病等級第２級以上の傷病補償年金又は障害等級第２級以上の障害補償年金の受給権者のうち、当該年金の支給事由となった一定の障害により常時又は随時介護を要する状態にあり、かつ、常時又は随時介護を受けている場合に支給します。

　　　病院又は身体障害者施設等に入院（入所）している場合には、この補償の対象にはなりません。

（６）遺族補償

　　　職員が公務又は通勤災害により死亡した場合にその遺族に対して支給され、年金と一時金があります。

　①　遺族補償年金

　　　年金の受給資格者の範囲は次表のとおりで、職員の死亡の当時、職員と生計維持関係にあった遺族です。

　　　年金はすべての受給資格者には支給されず、その受給資格者のうちの最先順位にある遺族のみを受給権者とし、支給します。

　　　受給権者が２人以上あるときは、そのうちの１人を年金の請求及び受領についての代表者に選任します。

　　　受給資格者及び受給権者の順位

	年金受給順位
	年金の受給資格者

	
	遺族の範囲
	年齢制限
	年齢制限解除理由

	１
	妻
	無
	

	
	夫
	職員の死亡当時60歳以上
	障害等級第７級以上の障害に該当する状態又は軽易な労務以外の労務には服することができない程度の心身の故障がある場合

	２
	子
	　　　〃　　　18歳未満
	

	３
	養父母
	　　　〃　　　60歳以上
	

	４
	実父母
	　　　〃　　　60歳以上
	

	５
	孫
	　　　〃　　　18歳未満
	

	６
	祖父母
	　　　〃　　　60歳以上
	

	７
	兄弟姉妹
	　　　〃　　　18歳未満又は60歳以上
	


　　　年金の額は、受給権者及び受給権者と生計を同じくしている受給資格者の人数によります。

　　　年金の受給権者は申し出により、年金の一部の前払いを受けることもできます。

②　遺族補償一時金

　　　遺族補償年金の受給資格者がいないとき、遺族に支給されます。

　　　例えば、遺族が年齢制限等によって年金の受給資格者になれない場合や職員と生計維持関係があった遺族がいない場合など。

（７）葬祭補償

　　　葬祭を行う者（遺族等）に対し、支給されます。

３　福祉事業の内容

　　福祉事業は、使用者としての法的義務として行われる補償によっては充足しきれない領域を、使用者の立場で、いわば補償の付加的給付として行うことにより被災職員及びその遺族の援護を図ろうとするものです。概要は前述の「１　補償及び福祉事業一覧」のとおりですが、一部補足して説明します。

（１）外科後処置

　　　障害等級第14級以上の障害が有る者のうち、義肢装着のため断端部の再手術、醜状軽減、局部神経症状軽減のための処置等が必要と認められる者に対し、診察、手術等の処置を行います。

（２）補装具の支給

　　　障害等級第14級以上の障害が有る者に、義肢、装具、義眼、眼鏡、補聴器、車いす等の補装具を支給します。

（３）リハビリテーション

　　　障害等級第14級以上の障害が有る者のうち、社会復帰のために身体的機能の回復等の措置が必要な者に機能訓練、職業訓練等を行い、又は、その訓練に必要な費用を支給します。

（４）アフターケア

　　　次の理由による障害等級第14級以上の障害が有る者又は慢性のウイルス性肝炎となった者等に、診察、治療等の一定範囲の処置を行います。

　　　外傷による脳の器質的損傷を受けた者、頭頸部外傷症候群、頚肩腕症候群、一酸化炭素中毒症、腰痛、減圧症、尿道狭窄、白内障等の眼疾患を有する者又は脊髄損傷者など

（５）休業援護金

　　　休業補償受給者に平均給与額の100分の20に相当する額を支給します。（休業補償は平均給与額の100分の60に相当する額）

（６）ホームヘルパー派遣

　　　傷病補償年金及び障害補償年金（第３級以上）の受給権者に対し、介護人の派遣又は必要な費用を支給します。ただし、自己負担が10分の3あります。

（７）奨学援護金

　　　傷病補償年金、障害補償年金（第３級以上）及び遺族補償年金の受給権者等で、学資等の支弁が困難な者に支給します。ただし、平均給与額が16千円以下の者に限ります。

　　　月額は小学校14千円、中学校18千円、高等学校16千円、大学39千円です。

（８）就労保育援護金

　　　傷病補償年金、障害補償年金（第３級以上）及び遺族補償年金の受給権者等で、自己の就労のため未就学の子を保育所等に預けている者又は、未就学の児童で、自己と生計を同じくする者の就労のため保育所等に預けられている者に支給します。ただし、平均給与額が16千円以下の者に限ります。月額は保育児1人12千円です。

（９）傷病特別支給金

　　　傷病補償年金の受給権者に一時金を支給します。

　　　支給額は第１級114万円、第２級107万円、第３級100万円です。

（10）障害特別支給金

　　　障害補償の受給権者に一時金を支給します。

　　　支給額は第１級342万円～第14級8万円です。

（11）遺族特別支給金

　　　遺族補償の受給権者に一時金を支給します。

　　　支給額は、遺族補償の受給権者の区分により300万円～120万円です。

（12）障害特別援護金

　　　障害補償の受給権者に一時金を支給します。

　　　支給額は、（公務災害）第１級1,540万円～第14級45万円、（通勤災害）第１級915万円～第14級40万円です。

（13）遺族特別援護金

　　　遺族補償の受給権者に一時金を支給します。

　　　支給額は、遺族補償の受給権者の区分により（公務災害）1,860万円～744万円、（通勤災害）1,055万円～420万円です。

（14）傷病特別給付金

　　　傷病補償年金の受給権者に年金として、傷病補償年金の額に100分の20を乗じて得た額を支給します。ただし、限度額があります。

（15）障害特別給付金

　　　障害補償年金の受給権者には年金、障害補償一時金の受給権者には一時金として、当該年金、一時金の額に100分の20を乗じて得た額を支給します。ただし、限度額があります。

（16）遺族特別給付金

　　　遺族補償年金の受給権者には年金、遺族補償一時金の受給権者には一時金として、当該年金、一時金の額に100分の20を乗じて得た額を支給します。ただし、限度額があります。

（17）障害差額特別給付金

　　　障害補償年金差額一時金及び障害補償年金前払一時金の受給権者等に当該年金との差額を調整した一時金を支給します。

（18）長期家族介護者援護金

　　　傷病補償年金（第１級）又は障害補償年金（第１級）の受給権者が別に定める常に介護を要する者で、年金支給事由発生日から10年以上を経過して死亡した場合は、遺族に100万円を支給します。ただし、生計維持関係及び生活困窮が要件となります。

４　補償等の特例

（１）補償の制限

　　　職員が故意に災害を発生させた場合は、公務起因性が否定されるので、公務災害とは認められません。例えば、意図的に自分の指を刃物で切断した場合などです。

　　　また、職員が故意の犯罪行為や重大な過失により、公務・通勤災害を生じさせたとき、又は、正当な理由がなくて療養に関する指示に従わないことにより、傷病を悪化させたり回復を妨げたときは、休業補償や障害補償等について一定の支給制限を受けます。

　　　故意の犯罪行為又は重大な過失とは、一般的には、次のような場合をいいます。

・職員が法律、命令等に定める危険防止に関する規定に違反して事故を発生させた場合

・勤務場所における安全衛生管理上とられた事項が一般に遵守されているにもかかわらず、これに違反して事故を発生させた場合

・監督者の事故防止に関する注意若しくは公務遂行上の指揮監督が一般に遵守又は励行されているにもかかわらず、これに従わないで事故を発生させた場合

（２）特殊公務災害

　　　警察官、消防吏員等の職員は、職責上、高度の危険が予測されるにも関わらず職務を遂行しなければならない場合があります。このため、生命や身体に対する高度の危険が予測される状況下で、犯罪の捜査、火災の鎮圧、その他所定の職務に従事し、そのため公務上の災害を受けた場合には、障害補償等について特例的な加算措置があります。

　　ア　対象となる職員

　　　　　警察官、警察官以外の警察職員、消防吏員、准救急隊員、麻薬取締員、災害応急対策従事職員（災害対策基本法第50条第1項第1号から第３号までに掲げる事項）

　　イ　加算内容

　　　　　傷病補償年金　１級　40/100、２級　45/100、３級　50/100

　　　　　障害補償（年金・一時金）１級　40/100、２級　45/100、３～14級　50/100

　　　　　遺族補償（年金・一時金）50/100

（３）船員である職員の特例

　　　船員法第１条に規定する船員である職員の災害補償は、船員法及び船員保険法による給付との均衡を図るため、特例が設けられています。

５　平均給与額の算定

　　災害補償の支給額は、療養補償及び介護補償を除き、平均給与額に一定の割合又は日数等を乗じて決めています。

　　平均給与額は、災害発生日の過去３か月間に支払われる給与の平均額を原則としていますが、これだけでは不均衡が生じる場合があるので、以下のように算定方法を決めています。

　　実務上は「平均給与額算定書」（87ページ様式）の各項目に従い計算してください。

（１）平均給与額の算定基礎となる給与

　　　給料（給料の調整額及び教職調整額を含む。）及び諸手当（期末、勤勉手当は含まない。）が算定の基礎となる給与で、諸手当の種類は次のとおりです。

　　　管理職、初任給調整、扶養、調整、住居、通勤、単身赴任、特殊勤務、特地勤務（準ずる手当を含む。）、へき地（準ずる手当を含む。）、農林漁業改良普及、時間外勤務、休日勤務、夜間勤務、宿日直、管理職員特別勤務、義務教育等教員特別、定時制通信教育、産業教育、寒冷地手当及び地方公営企業職員に支給される手当（寒冷地手当に相当するもの以外の３月を超える期間ごと及び臨時に支給されるものを除く。）

　　　地方公務員災害補償法が適用される非常勤職員（常勤的非常勤職員）の場合は、上記の給与に相当する給与です。

（２）平均給与額の算定方法

　　　つぎのＡからＬの方法により算定した額のうち最も高いものが平均給与額となります。

　　　以下のＡからＬは「平均給与額算定書」の記号と一致させています。

　Ａ　原則計算（法第２条第４項本文）
　　　災害発生日の属する月の前月末から起算して過去３月間に支払われた給与の総額を、その期間の総日数で除して計算します。

　　「支払われた給与の総額」とは、過去３月間の勤務に対して支払われるべき給与の意味で、時間外勤務手当のように勤務した翌月に支払われるものでも、勤務した月に支払われた給与となります。

　　　また、給与改定が遡って実施された場合は、改定後の給与での再計算が必要になります。

　例）

	
	
	(算定期間)
	
	災害発生

	
	
	
	
	

	
	４月
	５月
	６月
	７月５日

	
	
	
	
	
	×

	
	
	
	
	
	


	平均給与額＝
	４月、５月、６月に支払われた給与の総額

	
	算定期間の総日数


　Ｂ　ただし書による計算（法第２条第４項ただし書）
　　　過去３月間の給与の全部又は一部が、勤務した日若しくは時間によって算定され、又は出来高払制により算定されている場合

	平均給与額＝
	過去３月間に日、時間又は出来高払制により支払われた給与
	×
	60
	＋
	過去３月間に支払われたその他の給与

	
	過去３月間の勤務した日数

（祝日、有給休暇等を含む）
	
	100
	
	過去３月間の総日数


　Ｃ　控除計算（法第２条第６項）
　　　過去３月間に次に掲げる理由により勤務しなかった日が有る場合は、その日数及びその間の給与を控除して計算します。

　　　　　負傷又は疾病の療養のため・出産予定日の６週間前から出産後８週間以内・育児休業・介護のために承認を受けた場合・地方公共団体の責めに帰すべき理由のため・職員団体の業務に専ら従事するため許可を受けた場合・親族の傷病の看護のため・組合休暇

	平均給与額＝
	過去３月間に支払われた給与 － 控除する給与

	
	算定期間の総日数 － 控除する日数


　　　　　控除する日数は、控除理由により勤務しなかった日数で、控除理由に該当する限り、勤務を要しない日、休暇等を含みます。また、１日の一部が控除理由に該当するときも控除する１日として計算します。

	控除する給与＝
	該当する月の月額により定められている給与（給料、扶養手当等で時間外勤務手当は除く）
	×
	控除する日数
	＋
	控除日の時間外勤務手当

	
	
	
	その月の日数
	
	


　Ｄ　採用の日の属する月に災害を受けた場合等の計算（則第３条第１項）
　　　給与を受けない期間が過去３月間の全日数にわたる場合

	平均給与額＝
	その期間経過後初めて給与を受けるに至った日から災害発生日までの給与総額

	
	上記期間の日数


　　　過去３月間の全日数について前記Ｃの控除する日にあたる場合

	平均給与額＝
	控除理由のやんだ日から災害発生日までの給与総額

	
	上記期間の日数


　　　採用の日の属する月に災害を受けた場合

	平均給与額＝
	採用の日から災害発生日までの給与総額

	
	上記期間の日数


　Ｅ　採用の日に災害を受けた場合の計算（則第３条第２項）
	平均給与額＝
	採用の日において決定されていた基本的給与の額

	
	30


　　「基本的給与」とは、給料、扶養手当、調整手当、特地勤務手当、へき地手当等の月額の合計額

　Ｆ　比較計算（則第３条第３項）
　　　前述のＡ～Ｅによる計算は、災害発生時点の給与をもとにしていることから、補償事由発生日（補償を行うべき事由の生じた日）が、災害発生から年数を経ている場合に、給与水準の変化等により均衡を欠くことのないよう設けられています。

	平均給与額＝
	補償事由発生日の基本的給与の額

	
	30


　　「補償事由発生日」とは、次の日をいいます。

　　　　休業補償･･････対象となる日

　　　　傷病補償年金、障害補償･･････傷病又は障害等級に該当することとなった日

　　　　遺族補償、葬祭補償･･････死亡した日

	 Ｇ　災害発生の日の属する年度の翌々年度以降に補償事由が生じた場合の計算（則第３条第４項）


　　　自動改定（給与スライド）が行われる年金たる補償の平均給与額との均衡を図るため、災害発生の日の属する年度の翌々年度以降に補償を行う場合に、補償事由発生日の平均給与額が災害発生日を補償事由発生日とみなして計算した平均給与額に総務大臣が定める率（スライド率）を乗じた額に満たないときは、総務大臣が定める率（スライド率）を乗じた額（90ページ参照）を平均給与額とします。

	平均給与額＝
	災害発生日を補償事由発生日（Ｆ参照）とみなして計算した平均給与額
	×
	災害発生の日に応じて総務大臣が定める率（スライド率）


　Ｈ　離職後に補償を行うべき事由が生じた場合の計算（則第３条第５項）
　　　離職時に占めていた職に引き続き在職した場合の補償事由発生日に受けることとなる基本的給与（離職時の等級号俸を固定し、かつ、離職後は扶養親族の異動がなかったものとする。）により計算します。（Ｅ参照）

	 Ｉ　離職後に補償を行うべき事由が生じ、かつ補償事由発生日が災害発生の日の属する年度の翌々年度以降に属する場合の計算（則第３条第６項）


災害発生の日を補償事由発生日とみなしてＦの例により計算し、Ｇの例による計算を行います。

　Ｊ　Ｈ・Ｉ以外の金額　
　　　派遣法による派遣職員が派遣先の業務上又は通勤により被災した場合は、派遣の期間の初日の属する月の前月の末日から起算して過去３月間の給与の総額を、その期間の総日数で除して計算します。

　Ｋ　最低保障額（則第３条第７項）
　　　年金たる補償以外の補償についての平均給与額は、前述Ａ～Ｊの計算による額が総務大臣の定める額（3,930円：H30.4.1から適用）に満たない場合はその定める額とします。

　Ｌ　平均給与額の最低限度額及び最高限度額（法第２条第11項、第13項）
　　　年金たる補償及び療養開始後１年６月経過後の休業補償についての平均給与額には、支給月の属する年度の４月１日における被災職員の年齢により限度額を設けています。

　　平均給与額の算定方法の組み合わせ

	
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	Ｄ
	Ｅ
	Ｆ
	Ｇ

	原則計算
	○
	
	
	
	
	○
	

	過去３ヵ月間の給与に時間外手当等が含まれる場合
	○
	○
	
	
	
	○
	

	過去３ヵ月間に勤務しなかった期間がある場合
	○
	
	○
	
	
	○
	

	採用月に災害を受けた場合
	
	
	
	○
	
	○
	

	採用の日に災害を受けた場合
	
	
	
	
	○
	○
	

	災害発生の翌々年度以降に補償の事由が発生した場合
	
	
	
	
	
	○
	○


（３）年金たる補償に係る平均給与額の自動改定（法第２条第９項）

　　　年金たる補償（傷病補償年金、障害補償年金、遺族補償年金）で、補償の支給事由が生じた日の属する年度の翌々年度以降の期間分について用いる平均給与額は、支給事由が生じた日における平均給与額に、総務大臣が定める率（スライド率）（90ページの表）を乗じて算出します。

（平均給与額の最低限度額及び最高限度額）

	
	支給すべき補償の属する期間
	平成20年4月1日～

平成21年3月31日
	平成21年4月1日～

平成22年3月31日
	平成22年4月1日～

平成23年3月31日

	
	年齢階層
	
	最低
	最高
	最低
	最高
	最低
	最高

	20歳未満
	4,414
	13,511
	4,237
	13,379
	4,575
	13,255

	20歳以上25歳未満
	4,967
	13,511
	5,019
	13,379
	5,115
	13,255

	25歳以上30歳未満
	5,827
	13,721
	5,851
	13,599
	5,777
	13,837

	30歳以上35歳未満
	6,500
	16,392
	6,504
	16,549
	6,349
	16,712

	35歳以上40歳未満
	7,006
	20,072
	6,920
	19,703
	6,844
	19,454

	40歳以上45歳未満
	7,273
	22,646
	7,217
	23,141
	7,088
	22,362

	45歳以上50歳未満
	7,035
	24,157
	7,092
	24,581
	7,016
	23,916

	50歳以上55歳未満
	6,569
	24,380
	6,600
	24,836
	6,612
	24,900

	55歳以上60歳未満
	5,912
	23,892
	5,967
	23,411
	5,906
	23,499

	60歳以上65歳未満
	4,550
	21,110
	4,650
	20,756
	4,634
	20,364

	65歳以上70歳未満
	4,090
	14,353
	4,060
	15,230
	4,030
	14,419

	70歳以上
	4,090
	13,511
	4,060
	13,379
	4,030
	13,255


	
	支給すべき補償の属する期間
	平成23年4月1日～

平成24年3月31日
	平成24年4月1日～

平成25年3月31日
	平成25年4月1日～

平成26年3月31日

	
	年齢階層
	
	最低
	最高
	最低
	最高
	最低
	最高

	20歳未満
	4,317
	12,750
	4,613
	12,954
	4,503
	12,935

	20歳以上25歳未満
	4,920
	12,750
	5,028
	12,954
	5,007
	12,935

	25歳以上30歳未満
	5,565
	13,028
	5,648
	13,090
	5,618
	13,634

	30歳以上35歳未満
	6,090
	16,028
	6,208
	15,944
	6,112
	16,130

	35歳以上40歳未満
	6,539
	18,500
	6,647
	18,498
	6,527
	18,535

	40歳以上45歳未満
	6,749
	22,065
	6,925
	21,685
	6,741
	21,911

	45歳以上50歳未満
	6,688
	23,750
	6,903
	23,524
	6,861
	24,455

	50歳以上55歳未満
	6,274
	24,409
	6,551
	24,551
	6,479
	24,995

	55歳以上60歳未満
	5,549
	23,183
	5,757
	23,052
	5,811
	23,171

	60歳以上65歳未満
	4,629
	20,754
	4,602
	19,090
	4,683
	19,816

	65歳以上70歳未満
	3,940
	15,217
	3,950
	15,247
	3,950
	14,376

	70歳以上
	3,940
	12,750
	3,950
	12,954
	3,950
	12,935


（平均給与額の最低限度額及び最高限度額）

	
	支給すべき補償の属する期間
	平成26年4月1日～

平成27年3月31日
	平成27年4月1日～

平成28年3月31日
	平成28年4月1日～

平成29年3月31日

	
	年齢階層
	
	最低
	最高
	最低
	最高
	最低
	最高

	20歳未満
	4,308
	13,040
	4,475
	13,005
	4,688
	13,207

	20歳以上25歳未満
	5,024
	13,040
	5,030
	13,005
	5,173
	13,207

	25歳以上30歳未満
	5,611
	13,447
	5,585
	13,573
	5,721
	13,589

	30歳以上35歳未満
	6,104
	16,281
	6,069
	16,192
	6,139
	16,312

	35歳以上40歳未満
	6,524
	18,834
	6,475
	18,680
	6,571
	18,803

	40歳以上45歳未満
	6,601
	21,784
	6,729
	21,472
	6,750
	21,355

	45歳以上50歳未満
	6,708
	24,532
	6,654
	23,984
	6,865
	23,924

	50歳以上55歳未満
	6,375
	25,376
	6,474
	25,191
	6,738
	25,214

	55歳以上60歳未満
	5,922
	24,114
	5,878
	24,139
	6,057
	24,747

	60歳以上65歳未満
	4,723
	19,167
	4,731
	19,385
	4,916
	19,935

	65歳以上70歳未満
	3,930
	15,001
	3,930
	15,991
	3,930
	15,579

	70歳以上
	3,930
	13,040
	3,930
	13,005
	3,930
	13,207


	
	支給すべき補償の属する期間
	平成29年4月1日～平成30年3月31日
	平成30年4月1日～

	
	年齢階層
	
	最低
	最高
	最低
	最高

	20歳未満
	4,751
	13,287
	4,748
	13,284

	20歳以上25歳未満
	5,333
	13,287
	5,377
	13,284

	25歳以上30歳未満
	5,894
	13,958
	5,967
	14,255

	30歳以上35歳未満
	6,233
	16,456
	6,304
	17,353

	35歳以上40歳未満
	6,654
	19,157
	6,673
	19,286

	40歳以上45歳未満
	6,893
	21,279
	6,926
	21,393

	45歳以上50歳未満
	7,031
	24,269
	7,020
	23,905

	50歳以上55歳未満
	6,792
	25,630
	6,812
	25,257

	55歳以上60歳未満
	6,191
	24,967
	6,313
	24,859

	60歳以上65歳未満
	5,009
	20,297
	5,142
	19,726

	65歳以上70歳未満
	3,920
	15,558
	3,930
	15,291

	70歳以上
	3,920
	13,287
	3,930
	13,284
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スライド率早見表
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